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我が国における若年労働人口の減少を補うために，労働者間の知識・技術の伝達とその高度化の必要性が指摘

されている．労働者間の学習効果と，それにより達成される知識・技術の伝達は，彼／彼女らの空間的配分パター

ンに大きく依存する．本稿では，労働者間の学習メカニズムを考慮した都市経済システムモデル（Core-Periphery 
model）を構築し，若年労働人口の減少が都市システムの人口配分パターンに与える影響を理論的に解析した．そ

の結果，若年労働人口の減少によって，都市システム全体の人口集積が進むこと，及び，それによってシステム全

体の学習効果が高まり，知識・技術水準の高度化が期待できることが明らかになった．さらに，ある都市において知

識・技術労働者を誘致する政策は，その都市を集積均衡へ誘導するために有効であるのに対して，若年労働者を

誘致する政策は逆にその都市を衰退に導くことがわかった．  
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１．はじめに 
 
現在，わが国の産業政策立案においては，産業や労働

者間の“知識・技術”の伝達と創造の重要性が指摘され

ている．これには，大別して次の 2 つの背景がある．1
つは，わが国で進行している“少子化”がもたらす若年

労働人口の減少である．生産・労働人口が縮小する状況

下では，労働者一人ひとりの生産性を向上させるために，

現世代の技術労働者の持つ高度な知識・技術を，次世代

へとしっかりと伝達し，新たな知識・技術を創造してい

かなければならない．もう 1つの背景は，グローバルに

進展する経済システム及び産業構造の“フラット化”で

ある．このような経済環境の変化の中において，わが国

の産業競争力を強化するためには，知識・技術水準を高

めることで新産業を創出していく必要がある． 
産業・労働者の知識・技術の伝達や創造を促進するた

めの政策の 1つとして，空間的な“産業立地政策”は非

常に重要である．なぜなら，高度な知識・技術の伝達に

は，労働者間の業務上の頻繁な交流がもたらす“学習効

果”が必要不可欠だからである．この学習効果を高める

には，労働者間の face to face の会合がかかせない．しか

し，労働者がこのように顔を合わせて会合を行う場合，

彼／彼女らの空間的な移動費用がかかる．産業・労働者

が空間的に集積して立地すれば，当然この労働者間の空

間的移動費用は大きく削減可能である．従って，産業・

労働者の空間的集積は，労働者間の学習効果の効率性を

向上させ，彼／彼女らの知識・技術の伝達や創造を促進

する可能性が高い． 
産業・労働者の空間的集積が，彼／彼女らの学習効果

を向上させるという事実は，多くの実証研究においても

確認されている．例えば，Henderson1) はブラジル，イン

ド，アメリカ国内， Duranton&Puga2) はアメリカ国内にお

いて，それぞれの国土の中で空間的な産業別クラスター

が形成され，そこで新たな知識・技術が次々と創出され

ている事実を示した．これに対して，この産業・労働者

の空間的集積と学習効果の関係・メカニズムを包括的に

説明しうる理論は，従来の研究では，確立していない．

ただし，以下に述べる 2つの流れの研究は，上記メカニ

ズムの理論的側面を部分的に説明している． 
1 つめの流れは，ある一都市を対象

．．．．．．
として，その都市

への労働者の集積現象と，労働者間の学習効果の間にあ

るメカニズムを理論的に説明した研究 3), 4), 5), 6) である．こ

れらの研究では，労働者一人ひとりの学習行動を，経済

行動原理に基づき（micro foundation のある形で）記述・

モデル化し，都市における学習効果を解析している．そ

して，労働者間の学習効果は，都市への産業・労働者の

空間的集積の程度に大きく依存することが明らかにされ

ている．例えば，Glaser 3) は，open city model を用いて，
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産業・労働者の集積が労働者間の学習を促進し，さらに

この学習機会が労働者を引き付ける集積力となるという

ポジティブ・フィードバックのメカニズムを明らかにし

た．また，Berliant et al 4) は，都市に異質な労働者が集い，

情報交換を行うことで，新たな知識・技術が創出され，

それがさらに労働者を都市へ引き付ける集積力となりう

ることを示した．さらに，Helsley&Strange 5) は，都市集積

の規模と労働者間の知識・技術の伝達行動の関係をゲー

ム理論的な枠組みから解析している．ただし，これらの

既存研究は，都市の空間的集積現象を，労働者間の学習

効果のメカニズムから経済理論的に説明することに主眼

を置いている．従って，複数の都市間での人口移動を考

慮した“都市経済システム”における集積現象と，労働

者間の学習効果の間にある理論的関係性は明らかにされ

ていない． 

2 つめの流れは，複数の都
．．．．

市
．
が存在する“都市経済シ

ステム”（i.e.一国の国内経済システム）を対象として， 
ある都市へ労働者が集積する（i.e. 産業クラスターが形

成される ）メカニズムを明らかにした研究である．こ

の流れの中心は，Krugman 7) に始まる新経済地理学分野

（New Economic Geography：NEG）の研究 8), 9), 10) である．

NEG では，交通ネットワークで結ばれた複数の都市を

対象として，財の生産・消費量，価格・賃金等の経済諸

変数の一般均衡条件に加え，長期的な都市間の人口移動

がモデル化されている．そして，その典型的なモデルで

は，都市経済システムの人口配分パターンは，財の輸送

費用水準に大きく依存することが示されている．すなわ

ち，輸送費用水準の低下が，均衡人口パターンの分岐を

生む（人口が各都市に分散したパターンから単一都市に

集積したパターンへと不連続的に変化する）メカニズム

が明らかにされている．この NEG モデルは現実の都市

経済システムを大胆に捨象したものではあるが，その結

果が与える多くのインプリケーションと扱い易さから，

非常に多くの発展的な研究成果 11), 12), 13) が蓄積されてきた．

しかし，著者らの知る限り，NEG においても，システ

ム全体の学習効果と都市経済システムの人口配分パター

ンの関係を明示的に扱った研究はない． 

以上で概観したように，産業・労働者の空間的集積が，

労働者間の学習効果を向上させるという実証的事実は，

従来の理論研究においては，労働者間の学習行動の側面

と，都市システムの集積現象の側面と，それぞれ別個に

議論されてきた．この既存の成果から，国全体（i.e.都
市経済システム全体）の労働者の知識・技術水準を決定

付ける学習効果のメカニズムは，次のように 2段階の枠

組みで説明することができる．まず，1) 国全体の産業・

労働者の学習効果は，各都市への労働者の人口配分パタ

ーンに大きく依存する．さらに，2) この人口配分パター

ンは，財の輸送費用と労働者の生産・消費等の一般均衡

の枠組みから決定される．従って，労働者の知識・技術

水準の高度化を達成するための産業立地政策を議論する

上では，従来の理論研究では別個に扱われていた労働者

間の学習効果と，一般均衡下で実現する都市経済システ

ムの人口配分パターンを包括的に考えていく必要がある

と言えよう． 
本研究の目的は，次の 2 点である．まず，労働者間の

学習メカニズムを考慮した一般均衡都市システムモデル

を構築・解析し，システム全体の学習効果と空間的人口

配分パターンの関係性を明らかにする．次に，学習機会

を求める若年労働人口が減少していく局面では，その人

口配分パターンがどう変化するかを明らかにする．その

ために，第 2 章では NEG モデルを応用し，若年労働者

が学習の機会を求めて都市を選択する一般均衡モデルを

構築する．第 3 章では，構築したモデルを解析すること

で，輸送費用の変化に伴う人口配分分岐パターンを明ら

かにする．第 4 章では，若年労働人口及び技術労働人口

の割合の変化が均衡人口配分分岐パターンに与える影響

を解析する．この第 4 章の結果を踏まえて，第 5 章で

は，若年人口減少下で実現する都市・経済環境について

考察する．さらに第 6 章では，ある都市へ人口集積を誘

導するための具体的政策の効果について検討する．最後

の第 7 章では本研究のまとめを示す． 
 
 
２．モデルの定式化 

 
（１） 経済環境の設定 

ａ） 労働者の分類  
本研究で定式化するモデルに登場する N 人の労働者

は “若年期” と “熟年期” の 2期間を生きると仮定する．

このうち若年期にある労働者（“young labor”）は，経験

が浅いために高度な技術や知識は持たず，労働集約的作

業に従事する．しかし，彼／彼女らは若年期に学習する

ことで，将来的には高度な技術や知識を習得できる可能

性がある．彼／彼女らは，生涯の期待効用を最大化する

ために，知識・技術の習得を目指して，当該期に労働・

居住する都市を選択する．全労働者に対する若年世代の

割合を eとすると，都市システム全体の young の総人口

Yは，Y = e Nで与えられる． 
次に，熟年期の労働者は，高度な知識・技術を持つ 

“skilled labor” と，それを持たない “unskiiled labor” に分類さ

れる．Skilled は，その高度な知識・技術を活かして，知

識集約的な作業に従事する．彼／彼女らは，当該期の効

用を最大化するように労働・居住する都市を選択する．

彼／彼女らが youngと “マッチング” を行うことによって，
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その高度な知識や技術の young への伝達が可能になる．

一方，unskilledは，youngと同様の労働集約的な作業に従

事する．彼／彼女らは，ランダムに都市を選択し，各都

市に一様に分布するものと仮定する．熟年世代労働者全

体のうち，高度な知識・技術を持つ労働者 skilled の割合

が sであるとすれば，skilledの総人口 Hは，H = (1-e) s N 
と与えられ，unskilledの総人口 Lは，L = (1-e) (1-s) Nと与

えられる．  

ｂ） 都市システム  
離散的な n 個の都市が交通ネットワークで結ばれた都

市経済システムを扱う．ある都市で生産された財は交通

ネットワークを通じて他の都市へ輸送することで，他の

都市でも消費可能である．この都市経済システムの中で，

young とskilled が，それぞれが労働／居住する都市の選

択を行う．都市 i∈[1, ..., n] における young, skilled の人口

を それぞれ，yi , hi で表す．また，unskilled は各都市に

均等に l = L / n  存在する． 
ｃ） 時間概念   
本モデルで想定している経済環境は，“短期”，“長期”

の 2つの時間概念に分類される．“短期” とは，システム

全体の属性別人口H, L, Y と，各都市の労働人口配分hT = 
(h1, ..hn),  yT = (y1, ..yn) を与件として，一般均衡の枠組みから，

各都市の財価格や skilled への賃金が定まる時間概念であ

る．次に，“長期” とは，人口構成H, L, Y を与件として，

young と skilled が都市選択を行い，各都市の労働人口配

分パターン (h, y) が均衡する時間概念である．この長期

を表すインデックスとしてT を用いる．長期の各瞬間で，

短期の均衡が成立すると考える．また，図-1 に示すよ

うに，長期各期の節目で労働者の世代間推移がおこる．

より具体的には，T 期の young は，T +1 期の期首に，

skilledまたは unskilledに変化する．また，T期の skilledと
unskilled は，T 期末に死亡し，T+1 期の期首に新たな

youngが誕生する． 
 このような本モデルの T期と T+1期の長期をまたぐ人

口構成の推移構造は，標準的な世代重複（Overlapping 
Generations Model：OLG）モデルの構造と同様である．標

準的な OLG モデルでは，人口構成が変化しなくなった

定常状態を仮定し，その均衡状態について解析を行うの

が一般的である．しかし，本研究では，長期 T期の中で

実現する均衡状態のみを解析の対象とし，期によらず定

常状態となることを仮定した均衡状態は，解析対象とし

ない．その理由は 2 つある．1 つめは，人口構成に関す

る定常状態の仮定は，恣意的になるざるをえないからで

ある．システム全体の人口構成H, L, Y が長期をまたいで

定常状態を達成するためには，各期の出生率や労働者間

の学習効果が一定の状態で推移するという恣意的な条件

が必要である．この条件を加えて解析を行うと，人口配

分パターンと学習効果の自律的な関係性を明らかにする

という本研究の目的は達成できない． 
2 点めは世代間推移を意味する長期をまたぐ解析は，

現実的には 100年単位であり，本モデルで表現していな

い要因が人口配分パターンに影響を与える可能性が大き

いからである．すなわち，超長期的には出生率や技術革

新等のよりマクロな経済環境の変化も，都市の人口配分

パターンに大きな影響を与えうる．従って，人口配分パ

ターン (h, y) が都市システム全体の学習効果に与える影

響をかを明らかにするという本研究の目的からは，長期

T期における均衡状態の解析で必要かつ十分である． 
 
（２） 短期的な経済均衡 
都市経済システムにおいて，財の生産・消費量と，賃

金・財価格変数は極めて短い時間で均衡すると仮定する．

以下の a), b)で定式化する短期的な経済均衡モデルは，

Pflüger12) の提案した 1 世代の労働者を主体とするモデル

と基本的に同じである．それらに加え，c) では，本モデ

ルの最大の特徴である 2世代労働者間の学習メカニズム

を定式化する．d) ではこれら a), b), c) を連立して解き，

短期均衡状態で実現する各都市の skilled の間接効用関数

Vi (h, y) および young の学習効果 Gi (h, y) を人口変数  (h, y) 
の陽関数として求める． 
ａ） 財の生産と輸送技術  
この経済には，完全競争的な農業部門 A と独占競争

的な工業部門 M が存在する．農業部門 A は，収穫不変

の技術により，youngまたは unskilledを生産要素として 1
種類の同質な財 A を生産する．従って，限界費用原理

から，財 Aの価格 pA は，youngまたは unskilledの非技術

労働者への賃金 wL に等しくなる．また，財 A には輸送

費用はかからず，各都市で生産された財 A は他の都市

でも無差別に消費可能である． 
一方，部門M は Pflüger 12) の仮定と同様に，skilledを固

定費用として投入することによって収穫逓増の効果があ

る技術を用いて差別化された財 M を生産する．より具

体的には，都市 iで種類 kの財 Mを xi 単位生産するため

に，skilled を α単位と young または unskilledを β xi 単位生

産要素として投入する．従って，財 M の生産費用関数

C (xi ( k )) は次のように与えられる： 

 
図-1  時間軸のイメージ 
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iii wkxwkxC )())(( βα += ． (1) 

ここで， iw は都市 i の skilled への支払い賃金，wL は

young または unskilled の非技術労働者への支払い賃金で

ある．この費用関数C (xi ( k )) を前提として，部門Mの企

業は独占的価格競争により，利潤を最大化するように価

格 pi (k) を決定する： 

 ))(()()()(.max
)}({

kxCkdkpk iiii
kpi

−⋅=π ． (2) 

ここで，di (k) は，都市 i で生産される差別化された財 k
への需要量であり，後述する消費行動により内生的に定

まる．また，財 M の輸送費用は，氷解費用の形をとり，

都市 i, j∈[1,…, n] 間で 1 単位の財が輸送されると，1 / τi j  
だけ到達すると仮定する．従って，財 M の都市間輸送

においては，各都市での供給量と需要量を明示的に区別

して扱う必要があることに注意しよう． 
ｂ） 消費行動  
労働者の消費行動も Pflüger12) のモデルと同様に仮定す

る．すなわち，都市 iの各労働者は，所得制約 Yのもと

で，準線形型の効用 Ui (Mi, Ai ) を最大化するように，差

別化財Mi と同質財Ai を消費する： 

 iiiii
AM

AMAMU
ii

+= ln),(.max
},{

μ  (3a) 

  YdkkdkpApts
nk iii

A =+ ∫ ∈ 
)()(.. ． (3b) 

ここで，μ > 0 は財 M の支出割合を表すパラメータであ

り，消費量Mi は，差別化された財 k∈niの消費量 di (k) を，

代替の弾力性 σ  > 1を用いて集計したものである： 

 
σσ

σσ
/)1(

/)1()(
−

∈

−
⎥⎦
⎤

⎢⎣
⎡≡ ∫ nk

ii dkkdM ． (4) 

予算制約式 (3b) において，pA  = 1は同質財の価格であり，

ニューメレールとする．一方，pi  (k) は，差別化された財

k の価格であり，財の需給均衡条件から内生的に定まる． 
ｃ） 労働者間の学習効果  

T 期において，ある都市 i を選択した young は，部門

Mにおいて skilledの下で働くことができれば，知識・技

術を習得して，来期 T +1に skilled になると仮定する．従

って，ある都市 i を選択した young が知識・技術を習得

できる条件付き確率 Gi（これを期待学習効果と呼ぶ）

は，非技術労働者が部門 Mに就職できる確率 Wi と，彼

／彼女らが skilledとマッチングできる確率Ki の積で与え

られる：  

 iiii KWgG ⋅⋅=),( yh ． (5) 

ここで gi∈[0,1] は都市 i における学習環境の効率性を表

すパラメータである． 
この期待学習効果(5)において，都市 i で働く young の

部門 Mへの就職確率 Wi は，都市 iで操業する部門 Mの

非技術労働者に対する労働需要 Di (h, y) に比例する．一

方，都市 iで働く非技術労働者の人口は，young の人口 yi  

と unskilledの人口  l の和である．従って，都市 iの young
の部門 Mへの就職確率 Wi は，非技術労働者への労働需

要Di (h, y) を労働供給 yi  + l で基準化した次式で与えられ

る： 

 
ly

DW
i

i
i +

=
)()( yh,yh, ． (6) 

ここで，非技術労働者への労働需要量 Di (h, y) は，企業

の利潤最大化問題 (2) および労働者の効用最大化問題 (3) 
を連立して解くことで定まる内生変数である．この労働

需給率 Wi は young がある都市に集積し過ぎると，部門

M への young の就職競争倍率が高く（i.e. Wi が小さく）

なり，youngが分散しようとする効果を表している． 
次に，ある 1人の労働者と skilledとのマッチング確率

Ki を定式化しよう．T期・都市 iの部門 Mでは，ai回の

人材交流があると仮定すると，ある 1人の労働者が少な

くとも 1回以上 skilledに出会う確率Ki は， 

 
ia

ii

i
i Dh

h
K ⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+

−−=
)(

11)(
yh,

yh, ． (7) 

と与えられる．ここで，aiは都市 i における人材交流の

頻度を表すパラメータである．このマッチング確率 Ki

は，ある都市に skilledが集積するほどその都市のマッチ

ング機会が増加するので，その都市に young も集積しよ

うとする効果を表している．  
ｄ） 短期均衡状態  
以上の仮定により，各都市の人口配分パターン (h, y) 

を与件とすると，間接効用，学習効果，財価格，生産量

等の諸変数が均衡する．この状態を“短期均衡”と呼ぼ

う．短期均衡の条件下では，各都市の skilledの間接効用

関数Vi (h, y)，及び期待学習効果 Gi (h, y) が人口変数 (h, y) 
の陽関数として定まる： 

 iii wRV +−−= )1ln(ln)( μμyh, ， (8) 
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G
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111

)1(
)(

σ
σ

yh, ． (9) 

ここで，Riは都市 i の物価水準，wiは都市 i の労働市場

で決まる skilledへの賃金であり，次式で与えられる． 
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σ
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−
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（３） 長期的な労働者の都市選択均衡 

長期的には，skilled と young は自らの得る効用を最大

化するように，都市の選択を行うことができる．skilled
と youngの都市の選択及び移住行動が，期間 Tの中で，

長期的に落ち着く状態を “長期均衡” と呼ぶ． 

来期 T+1 期のことを考慮する必要がない skilled は，T
期の間接効用が最大となる都市を選択する．本稿で構築

するモデルでは，彼／彼女らの都市選択に対する選好に

異質性を導入する．このような労働者の選好の異質性が，

都市システムの人口配分パターンに与える影響を解析す

るために，Tabuchi & Thisse 11) は労働者の都市選択行動を

ランダム効用理論で表現した NEG モデルを提案した．

本モデルもTabuchi & Thisse 11) の仮定と同様，ある都市 i
を選択した skilled が知覚する効用 iV~ は，測定可能項 Vi

と誤差項 εi  の線形和で与えられると仮定する： 

 ],...,1[~ niVV iii ∈+= ε ． (12) 

(12) における誤差項 εiが互いに独立で同一のWeibull分布

に従うと仮定すると，都市 i を選択する skilled の割合 

Pi (V) は，次の LOGIT型の選択確率で与えられる： 

 i
θV

θV
P

j hj

hi
i ∀=

∑ )/(exp
/exp

)(V ． (13) 

ここで，θh∈(0,∞) は都市選択に関する skilledの選好のば

らつきを表す分散パラメータである．従って，都市 i の
skilled 人口 hi を決める均衡条件式は，次のように与えら

れる： 

 iPHh ii ∀⋅= )()( VV ． (14) 

 次に，T期の youngは，T+1期に skilledになれるかどう

かも考慮に入れて，完全予見的に T期に居住する都市を

選択する．より具体的には，彼／彼女らは，T 期と T+1
期の生涯を通じた総期待効用を最大化するように T期の

居住都市 i を選択する．ただし，この young の完全予見

的な選択行動も，T 期の選択のみに注目すれば，以下で

示すように，期待学習効果 Gi,T が大きい都市を選択する

行動へと帰着できる．この行動を定式化するために，あ

る 1人の youngの都市選択行動に着目してみよう．まず，

T 期において，彼／彼女は都市 i の選択とは無差別に一

律ある一定の非技術労働者の効用 vT を得る．次に T 期

から T+1期の推移で，彼らは Gi,T の確率で skilledになり，

1 - Gi,T の確率で unskilledとなる．T+1期に skilledとなった

場合は，そこで再び間接効用を最大化するように都市選

択を行いある効用 VT+1を得て，unnskilledとなった場合は

一律にある効用 vT+1を得ると仮定する．T 期の都市選択

のみに注目すると，この行動は，以下のように定式化さ

れる： 

 
Ti

Ti
TTTT

TiTTiTT
Ti

GvVrvv

GvGVrv

,
}|{

111

,1,1
}|{

max)(

)]1([.max

⋅−++=

−+⋅+

+++

++

δ
  (15) 

ここで， ]1,0[∈r は T＋1 期から T 期への割引率である．

従って，youngの行動 (15) において，T+1期の skilledの効

用 VT+1が，unskilled の効用 vT+1よりも大きいという仮定

（i.e. VT+1-vT+1 > 0）の下であれば，期間 Tにおける young
の効用最大化行動は，Gi,T が最大の都市を選択する行動

へと帰着できる．Skilled の場合と同様に，young の都市

選択の選好にも異質性を仮定し，young が知覚する期待

効用 iG~ は，測定可能項 Giと誤差項 φiの線形和で与えら

れるとする： 

 ],...,1[~ niGG iii ∈+= ϕ ． (16) 

誤差項 φiが互いに独立で同一の Weibull 分布に従うと仮

定すると，T期に都市 iを選択する youngの割合Qi (G) は
次の LOGIT型の選択確率で与えられる： 

 i
θG

θG
Q

j yj

yi
i ∀=

∑ )/(exp

/exp
)(G ． (17) 

ここで，θy∈(0,∞) は youngの都市選択選好の分散パラメ

ータである．従って，都市 i の young の人口 yiを定める

均衡条件式は次のように与えられる： 

 iQYy ii ∀⋅= )()( GG ． (18) 

（４） 均衡解の安定性 

以上で定式化したモデルでは，間接効用 V と期待学

習効果G が，都市人口配分パターンX = (h, y) T の関数と

して与えられる．そして，これらの関数を与件として，

長期の均衡条件式 (14), (18) を解けば，均衡人口配分パタ

ーン X* = (h*, y*)T が定まる．ただし，その均衡解が意味

を持つためには，安定性を吟味しておく必要がある． 
その安定性条件として，本稿では，均衡解 X*の近傍

での局所的（線形近似）安定性条件（i..e. 均衡解に摂動

を与えても均衡解へもどる条件）を採用する．これを数

学的に表現するために，まず，均衡状態への調整過程が，

以下のダイナミクスで与えられると仮定する： 

 

( ) .,

,
))(( 
))(( 

)(

Twhere

Y
H

yhX

y
h

yh,GQ
yh,VP

XFX

=

−≡= ⎥⎦
⎤

⎢⎣
⎡

⎥⎦
⎤

⎢⎣
⎡&

 (19) 

この第一項は，ある人口配分パターン (h, y) が与えられ

た場合に，それに基いて決まる新たな人口選択率 P, Q
である．それに対して，第二項はある時点における各都

市の人口配分パターン (h, y) である．すなわちダイナミ

クス(19) は，微小時間における各都市の人口配分パター

ン (h, y) の総変化量を表している．従って，ある人口配
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分パターンX* = (h*, y*)T が均衡解なら，ダイナミクス (19) 
の右辺で与えられる状態変化量は 0となる： 

 0)( ** == XFX& ． (20) 

さて，この均衡解 X* に対して，δ だけ摂動を与えて

も，時間が経てば (20) を満たす状態に戻るとき，X* を 
局所的漸近安定性を満たす均衡解と呼ぶ．以下では，こ

の局所的漸近安定性を判定するための数学的条件を示す．

まず，均衡解 X* に δ だけ摂動を与えたとして，解の近

傍  X = X* + δでF(X) を線形近似する： 

 δXXFXF ⋅+≈ )()()( ** J ． (21)  

ここで，J(X*) ≡∇F(X)|X=X* は，関数 F(X) のヤコビ行列

をX = X* で評価した定数行列である．(20) と(21) を(19)に
代入すると，均衡解 X* からの摂動 δ の時間的推移を表

す次の微分方程式が得られる： 

 δXXFδXX ⋅+≈+= )()( *** J&&& , 

or   δXδ ⋅≈ )( *J&         (22) 

この微分方程式 (22) を解けば，均衡解 X* からの摂動

δが時間 t に依存してどう推移していくかがわかる．こ

こで，微分方程式 (22) は，δに関する線形自律系である

から，その解は， 以下のように与えられる： 

 
*1

  

*
 

][exp

 ][exp)(

XWΛW

Xδ
−=

=

t

tt J
． (23) 

ここで，行列Λ は，ヤコビ行列 J(X*) の固有値を対角項

に持つ対角行列（ ΛWW =−1J ）である．従って，ヤ

コビ行列 J(X*) の全固有値の実部が負であれば， 

 0δ =
∞→

)(lim t
t

 (24) 

が成立し，時間とともに均衡解X = X* からの摂動 δは 0
に近づく（i.e. 均衡条件式 (20) を満たす状態へ戻る）．

以上の議論から，調整過程 (19) のもとでの均衡解 X* の
局所的（漸近）安定性は，X* における F(X) のヤコビ行

列∇F(X)|X=X* の全ての固有値の実部が負であるか否かで

判定できる． 
 
 
３．輸送費用低下に伴う人口配分の分岐パターン 

 

ここでは既存の NEG モデルの解析と同様に，輸送費

用 t  が低下する局面で，安定的な均衡人口パターン (h, y) 
が，どのように変化するかを見てみよう．具体的には， 
・都市経済システムのパラメータ： 

 μ =6.0,   σ = 2.5,   α =1.0,   β = 1.0,   ai = 2  i∀ ,   gi =0.5 i∀  

・労働者サイドのパラメータ： 
 e =0.5,  s =0.5,  θh=1.0,  θy =1.0，  
と設定して，各都市の（局所漸近安定な）均衡人口配分

パターン (h, y) を求める．その結果を，横軸に輸送費用 t 
= τij1-σ∈ [0,1]，縦軸に両都市の skilled および young の人口

配分シェア hi /H,  yi /Y をとった平面上に，それぞれ hi /H 
を実線で yi /Y を破線で図示する． 
以下の（１）では skilled と young の 2 種類の労働者間の

学習効果を考慮した本モデルの特質を示す．続く（２）で

は，従来の NEG モデルと同様の労働者間の学習効果が

ない状況と，学習効果がある場合との比較を行うことで，

学習効果が人口配分パターンに与える影響を明らかにす

る．最後に（３）では労働者の都市選択の異質性が均衡人

口配分パターンに与える影響を明らかにする．なお，こ

こでは均衡パターンの特性を示すために，基本的な 2都
市モデルの解析結果を示すが，これらの定性的性質は多

都市モデルの場合も同様である． 
 
（１） ２種類の労働者の人口配分分岐パターン 

図-2 は，前述のパラメータセットで解析を行った結

果である．まず，図-2 の均衡人口配分分岐パターンの

概形から見ていこう．この図から，輸送費用が低下する

と，労働者の都市選択に異質性を考慮した既存の NEG
モデル 12) と同様に，分散→集積→分散の順で人口配分

パターンが分岐するのがわかる．より具体的には，輸送

費用が大きい領域では，財 M の輸送に大きな費用がか

かるので 2都市に均等に人口が分散し，それぞれの都市

で等しく財が生産・消費されている．しかし，輸送費用

が t=0.63付近まで低下してくると，氷解輸送の費用と比

較して収穫逓増のメカニズムによる集積力が相対的に大

きくなるために，どちらか一方の都市への人口集積が進

んだ状態が安定均衡解となる．この時，財 M は，人口

が集積した方の都市でより多く生産され，もう一方の都

市へも輸送され消費される．さらに，輸送費用が t = 0.20

図-2  輸送費用の低下と人口配分分岐パターン    

各
都
市
の
人
口
配
分
シ
ェ
ア
 

工業財の輸送費用 t 

t =0.63 
t =0.20 

t =0.42 0.060H 

0.94H 

0.62Y 

0.38Y 
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付近よりも小さくなると，再び分散パターンが安定均衡

解となる．これは，輸送費用の低下により 2都市が無差

別な状況になるために，収穫逓増の集積力よりも，(12) 
や (16) で定式化した労働者の都市選択に関する選好の異

質性 2,1, =iii ϕε のもたらす効用の差異が相対的に大

きくなるためである．より現実的・直感的に説明すれば，

輸送費が小さくなると，客観的に観測可能な効用水準

2,1, =iGV ii はどの都市においても無差別となり，各労

働者は主観的（主観のばらつきは θh ,θy ）な各都市固有

の魅力（ex. 文化，環境）による効用 2,1, =iii ϕε に基

づいて都市を選択するため，分散均衡が実現する．  
なお，図-2では，都市 1に人口が集積し都市 2の人口

が減少する人口配分の分岐パターンを示したが，2 都市

の経済環境が完全に同じ（i.e.都市経済システムが完全

に対称）場合には，どちらの都市に人口が集積するかは

決まらず，都市 2に人口が集積し都市 1の人口が減少す

る分岐パターンも存在する．2 つの分岐パターンは上下

方向に対して完全に対称であるので，以降も代表的な分

岐パターンとして，都市 1 に人口集積する分岐パターン

のみを示す． 
次に，本モデルの特徴である youngと skilledの 2種類

の労働者の人口配分分岐パターンの違いに注目してみよ

う．図-2において，破線で表される youngと実線で表さ

れる skilledのそれぞれのの分岐パターンから，次の 2点
の特徴が確認できる．まず 1 点めは，young が集積する

場合には，必ず skilledと同じ都市に集積するということ

である．この結果は，skilled からの学習効果を期待して

都市を選択するという young の行動原理に合致するもの

である．2 点めは，どちらかの都市への young の人口集

積の程度は，skilled のそれよりも小さいということであ

る．例えば，図-2 で最も集積配分が進んでいる輸送費

用 t = 0.42 においては，skilled の人口配分パターンが h = 

(0.94, 0.060) H であるのに対して，youngは y = (0.62, 0.38) Y
である．この理由は，式(5) で定式化したように，skilled

から young への学習メカニズムにおいて，工業部門への

就職競争激化を避けようとする young の分散力が作用す

るためである． 
これらの本モデルの均衡人口配分パターンの定性的特

質は，他のパラメータでも，また，多都市の場合でも確

認できるロバストなものである．この数値実験から得ら

れた本モデルの均衡人口配分パターンに関する特徴は，

モデルの方程式系から解析的にも確認することができる

（その詳細は付録参照）．従って，学習効果を考慮した

本モデルの人口配分分岐パターンの特質について，次の

命題 1が成立する． 

命題 1：skilled からの学習効果を期待する young は，

skilled の選択に従い都市を選択する．ただし，特定の

都市に young が skilled よりも多く集積することはない． 

 

（２） 学習メカニズムによる影響 

学習効果による集積メカニズムが，一般均衡下の人口

配分パターンに与える影響を明らかにするために，図-2

の結果を労働者間の学習メカニズムが全く働かない状況

と比較してみよう．図-3 は各都市の学習環境を表すパ

ラメータ g のみを gi =0.0 i∀  として，他の経済変数パラ

メータは図-2 の場合と同様としたときの結果である．

この場合には，young には都市選択のインセンティブが

働かず，skilled のみが都市選択を行うので，既存の NEG
モデル 12) と同様の結果が得られる．すなわち，skilledが
輸送費用水準の変化に伴って，どちらかの都市に集積し

ても，young は常に均等に両都市に分散するという均衡

人口配分パターンが実現する． 
これらの比較から，学習メカニズムが働くと，young

が集積するのみならず，skilled の集積の程度も大きくな

ることがわかる．例えば，輸送費用 t = 0.42の水準におい

て，図-3における skilledの人口配分は，h = (0.69, 0.31) H
であるのに対して，図-2 では，h = (0.94, 0.060) Hである．

   
   図-3 学習効果がない場合の人口配分分岐パターン       図-4 選好の異質性が小さい場合の人口配分分岐パターン  
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さらに，学習メカニズムが働かない図-3 では分散均衡

が安定解として成立する輸送費用領域（i.e. 0.20< t <0.27, 
0.45< t <0.63）でも，学習メカニズムが働く図-2 では分

散均衡が不安定化し，集積均衡が安定解として実現する

ことがわかる． 
これらの理由は，学習効果と市場拡大のポジティブ・

フィードバックが働くためである．すなわち，学習効果

の集積力によりどちらかの都市に young が集積すると，

その都市の財 M の市場が拡大し，財 M を生産する

skilled もその都市に引き付けられる．その結果，その都

市の学習効果が高まり，さらに young に対する集積力が

大きくなる．ただし，この young の学習メカニズムには，

young が集積し過ぎると，就職競争の激化を回避するよ

うに分散力が働くため，一方の都市に全ての younng が

集積することは無く，一定の人口配分パターンで均衡す

る点に注意しよう．また，学習効果を表すパラメータ g
や aをさらに増加させると，人口配分パターン (h, y) の
集積がさらに進み，集積均衡が実現する輸送費用領域も

さらに広くなる．以上より次の命題 2 が成立する． 

命題 2：学習効果の向上は young の集積のみならず，

その都市の市場を拡大させることにより skilled の集積

も促進する． 

（３） 労働者の都市選択選好の異質性による影響 

 ここでは労働者の都市選択選好を表す需要サイドの影

響について考察する．より具体的には，労働者の都市選

好の異質性 θh , θy を小さく変化させた場合に均衡人口配

分パターンがどう変化するかを明らかにする． 

図-4 は労働者の都市選択の分散パラメータ θh =0.33, 
θy=0.33 として，他のパラメータを図-2 の場合と同様に

設定して数値実験を行った場合の結果である．この図と

θh =1.0, θy=1.0 である図-2の比較から，労働者の都市選択

の異質性が小さい場合は，次の 3点の特徴が確認できる． 
まず，1 点めの特徴は，集積均衡が進んだ輸送費用領

域（i.e. 0.15 < t < 0.72）では，skilledの人口がどちらかの都

市に完全に集中（i.e. h = (1, 0) H ）することである．これ

は，労働者の都市選択の選好が同質であると仮定した既

存の結果 7)., 8)  に対応するものである． 
2 点めは，本モデル固有の特徴であり，young の人口

配分 y は，skilled とは異なり，どちらかの都市に完全に

集中することはない（ i.e.  y = (1, 0) Y となる領域は存在し

ない）．この理由は，ある都市の skilled から young への

知識・技術の伝達メカニズムにおいて，young が集積し

過ぎると，部門 M への就職競争が激しくなるので，そ

の都市の期待学習効果が低下するという分散力に起因す

るものである． 
3 点めの特徴は，輸送費用が小さい領域において，都

市選択選好の異質性が集積力を相対的に凌駕するために

実現する分散均衡のパラメータ領域が小さくなることで

ある．具体的には，図-2では 0.0 < t < 0.20で分散均衡が

実現しているが，図-4では輸送費用領域 0.0 < t < 0.060に
おいて分散均衡が実現する． 
以上の 3点の特徴のうち，1 点めと 3点めの特徴はど

ちらも，全ての労働者の都市選択選好が同質であるとい

う需要条件のもとで解析した既存の結果 13) に沿うもの

であり，θh →0，θy→0 とすれば，本モデルの結果もこれ

と完全に合致する．逆に，労働者の都市選択選好の異質

性を大きくすると，分散均衡が安定解となる輸送費用領

域が広がり，集積人口配分パターン (h, y) の偏りは小さ

くなる．一方，2点めの特徴については，skilledと young
の労働者間での学習メカニズムをモデル化した本研究固

有の成果である． 
 
 
４． 人口構成変化に伴う人口配分の分岐パターン 

 

前章では，既存の NEG モデルの解析と同じ枠組みで，

輸送費用の変化に応じた均衡人口配分分岐パターンを解

析し，本モデル固有の幾つかの特質を明らかにした．一

方，労働者間の学習メカニズムを考慮した本モデルの最

大の特徴は，都市システム全体の人口構成 H,Y,L が各都

市の人口配分パターン (h, y) に影響を与えるという点に

ある．そこで本章では，若年労働人口 Y の割合 e，技術

労働人口 Hの割合 sが変化する局面で，各都市の人口配

分パターン (h, y) がどう変化するかを示す． 
 
（１） 若年労働人口の低下に伴う分岐パターン 

 モデルを解析することで，若年人口が減少するに連れ

て，均衡人口配分パターンがどう変化するかを明らかに

しよう．図-5は，輸送費 t = 0.5を一定として，横軸に都

市システム全体での young の割合 e，縦軸に両都市の人

口配分シェア hi  / H,    yi / Yをとり， e を 0.1から 0.9まで変

化させた場合の均衡人口配分パターンの変化を示したも

のである．μ = 5.0として，eを除く他のパラメータは図-

2の場合と同様である． 
この図から，young の割合 e が多いときには両都市に

均等に人口が分散しているが，e = 0.57 付近まで低下す

ると，都市経済システムの人口配分パターンに分岐が生

じ，集積均衡が実現することがわかる．さらに，young
の割合 eが減少し続けると，より一層どちらかの都市へ

の労働者の集積が進む． 
この要因は，学習効果の需要者である young の減少に

よって，学習効果の供給量（i.e. youngに対する skilledの
割合）が相対的に大きくなるためである．すなわち，学
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習効果の供給量が増加すると，高い学習効果を求めて

young が集積するインセンティブが大きくなり，一方の

都市の young 増加・市場規模拡大がさらにその都市へ

skilled を引き付けるというポジティブ・フィードバック

のメカニズムが働くためである．また，図-5 からは，

youngの割合 e の減少に対しては，skilledの人口集積の度

合の方が young のそれよりも急激に進む（i.e. skilled の人

口配分パターン h の分岐経路は狭義の凸曲線）ことがわ

かる．なお，この定性的な性質は，他のパラメータや，

都市数が多い場合でも基本的には同様であることが他の

数値実験の結果から確認できた．以上の解析結果より，

若年労働者の割合 eの減少が，都市経済システムの人口

配分パターンに与える影響は，次の命題 3のようにまと

められる． 

命題 3：都市経済システムにおける young の割合が減

少するにつれて， skilled・young共にどちらか一方の都

市へ集積する． 
 
（２） 技術労働人口増加に伴う分岐パターン 

次に，技術労働者の割合 s の水準によって，都市経済

システムの均衡人口配分パターン (h, y) がどう変化する

かを見てみよう．輸送費 t = 0.5，youngの割合 e = 0.5とし

て，横軸に skilled の割合 s，縦軸に両都市の人口配分シ

ェア hi  / H,  yi / Y をとり，パラメータ s を 0.1から 0.9まで

変化させた場合の均衡人口配分の分岐パターンを図-6

に示す． 
この図では，図-5 の結果とは逆に，skilledの割合 s が

小さい場合には両都市に均等に人口が分散しているが，

s = 0.42付近まで大きくなってくると，人口配分パターン

に分岐が生じる．その結果，skilled の割合 s が大きくな

るに連れて，どちらか一方の都市への労働者の集積が進

むことが確認できる． 
この理由は，前節で示したように youngの割合 e が減

少するに連れて，都市経済システムの集積が進む理由と

同じである．すなわち，学習効果の供給者である skilled
の割合の増加は，相対的に需要者である young の減少と

同等の効果をもたらすのである．Skilled の割合 s が増加

すると，都市システム全体の学習効果の供給量が高まる

ので，yonng が集積しようとするインセンティブが大き

くなり，それによって skilledもどちらかの都市に集積し

た状態で均衡人口配分パターンが実現する．また，図-6

においても skilledと young の人口配分パターンの違いに

着目すると，skilled 集積の方が young のそれよりも急激

に進むことが確認できる．以上より，skilled の割合 s の
増加が人口配分パターンに与える影響は，次の命題 4に
まとめられる． 

命題 4：都市経済システムにおける skilled の割合が増

加するにつれて， skilled・young共にどちらか一方の都

市へ集積する． 
 
 

５．人口減少社会へのインプリケーション 

本章では第 4章の結果を踏まえて，今後，若年労働人

口が減少していく局面で，都市・経済環境が超長期的に

どのように変化していくのかを考察する． 
 

（１） 人口集積配分と効用水準・学習効果 

第 4章の 1節の解析から，都市経済システムにおける

young の割合が減少していくと，長期均衡において片方

の都市への集積が進むことが明らかとなった．ここでは，

この人口集積が都市経済環境に与える影響を明らかにす

る．より具体的には，young の割合 e の減少に伴って，

都市経済システムにおける労働者の効用水準と労働者間

の学習効果がどう変化するかを解析する． 
横軸に youngの割合 e をとり，縦軸にシステム全体の

    
図-5  若年労働者割合の変化と均衡人口分岐パターン          図-6 技術労働者割合の変化と均衡人口分岐パターン 
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skilled，unskilled，youg の全労働者の効用の総和をとった

ものが，図-7 である．ここで，都市システムの経済パ

ラメータは，図-5 のものと同様である．この図からま

ず，e が減少すると相対的に skilled の割合が増加するの

で，全体の効用水準は高くなるのが確認できる．さらに

この図から，e が減少する局面では，e = 0.57 を境界にし

て急激に総効用が増加するのが確認できる．ここで，こ

の e = 0.57 という値は，図-5 において人口配分パターン

が分散から集積へと分岐するポイントと一致しているこ

とに注意しよう．すなわち，人口配分パターンが分散か

ら集積へと分岐することで，都市経済システムの経済的

効率が急激に高まり，労働者の総効用が高くなる．従っ

て，都市システム全体の効用水準は，各都市への人口配

分パターンに大きく依存し，効用水準が高くなるという

点で，集積配分の方が分散配分よりも効率的である． 
次に，横軸に youngの割合 eをとり，縦軸に都市経済

システム全体の学習効果（i.e. T 期の全 young の内，T+1
期に skilledになることができる者の割合）をとった結果

を図-8に示す．この図から，e が減少すると，労働者間

の学習行動の供給（skilled）が需要（young）に比べて相

対的に大きくなるので，一貫して学習効果が高くなるの

がわかる．さらに，この図でも，図-5 において人口配

分パターンが分散から集積へ分岐する e = 0.57 の前後で，

その増加率が変化する．すなわち，e = 0.57よりも e が大

きい領域では，young の減少・相対的な skilled の増加で，

ほぼ線形に学習効果が大きくなるが，e = 0.57より小さい

領域では集積人口配分が実現することによって，急激に

学習効果が向上する．以上の結果は，次の命題 5 にまと

められる．   

命題 5：効用水準・学習効果とも増加するという意味

で，skilled・ young双方の労働者にとって，集積均衡は

分散均衡よりも望ましい． 

 

（２） 若年人口減少がもたらす正のスパイラル 

労働者一人ひとりの生産性を向上させて若年労働人口

の減少を補うためには，如何に産業全体の知識・技術水

準を高度化していくが課題となる．全節の解析を踏まえ

て考察すると，この課題は若年労働人口が減少する局面

において，一般均衡下で実現する人口配分パターンの変

化により，自己促進的に解決に向かう可能性がある．す

なわち，若年労働者が減少→都市システムにおける集積

が促進→学習効果の増大→産業・労働者の知識・技術レ

ベルが向上という正のスパイラルが実現できるかもしれ

ない．もちろん，これは本理論モデルの仮定と，その構

造に依存した結果ではあるが，その可能性を示すには十

分である． 
 
 
６．都市間の人口獲得競争 

 

若年人口減少による影響が，集積の進展と知識・技術

水準の向上のみによって補えられるのであれば，経済シ

ステム全体としては，それほど大きな問題はない．しか

し，個々の都市にとって，この影響は，“成長” できるか 
“衰退” するかという極めて重大な問題である．ここでは，

図-5 の結果を応用して，2都市間の人口獲得競争を想定

し，若年人口減少の局面で，どのような政策を導入すれ

ば，自都市を成長均衡へ誘導できるかを検討する． 

（１） 集積誘導政策 

 第 4 章の 図-5 の解析において，若年人口が減少する

局面では，どちらの都市が成長し，どちらの都市が衰退

するかは理論的には決まらない．この理由は，構築した

モデルの方程式系が，都市 1と 2 に関して完全な対称系

にあるため，分岐経路が一意に定まらないからである．

そこで，都市 1のみが自都市へ人口の集積を誘導するた

めに，何らかの政策を導入する状況を考えてみる．この

  
図-7若年労働者割合の減少と均衡効用レベル             図-8若年労働者割合の減少とシステム全体の学習効果 
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場合，都市 1の方程式系のみに政策変数が追加されるの

で，モデル全体の方程式系は非対称になる．その結果，

都市 1 への政策変数の入れ方によって（i.e. どのような

人口誘導政策を導入するかによって），若年人口の減少

局面でどちらの都市が成長均衡に向かうか，あるいは衰

退均衡に向かうかという均衡解の分岐経路が一意に定ま

る．都市 1に導入する具体的な人口誘導政策としては，

次の 2つの政策を仮定する． 
1 つは，都市 1 の学習効果を都市 2よりも高めること

で younng を誘致しようとする政策である．より具体的

には，都市 1で居住・労働する skilledから一律 q / h1 の税

金を徴収して，その総収入 qを自都市の労働者間の学習

環境 g1： 
 2001 ]1,0[)exp()( ggwhereqgqg =∈=  (13) 

の改善に投資する政策である．  
もう 1つは，younngから skilledへの所得移転を行うこ

とで，都市 1へ skilledを誘致する政策である．すなわち，

都市 1 の young から一人当り q / y1 の税金を徴収し，

skilledへ一人当り q / h1 の補助金を交付する政策である． 
 
（２） 政策導入の効果 

 全節で仮定した 2つの政策のうち，どちらの政策が都

市 1を集積均衡に誘導するのに有効なのかを，それぞれ

の均衡解の分岐経路を辿ることで明らかにしよう．図-9

は，young 誘致政策（q =0.01）を導入した状況下での都

市 1の安定的な均衡人口配分の分岐パターンである．こ

の図から young誘致政策を導入すると，都市 1を成長均

衡へ誘導する分岐経路は消滅し，都市 1は衰退均衡へ誘

導されてしまうことがわかる．次に，skilled 誘致政策を

導入した場合の都市 1の安定的な均衡人口配分の分岐パ

ターンを図-10 に示す．この場合には，都市 1 を成長均

衡へ誘導する分岐経路のみが実現する．この理由は，知

識や技術の伝達は skilled から young へ行われるという労

働者間の学習メカニズムの特性にある．すなわち，ある

都市で 1人 skilledが増加することによって，その都市に

もたらされる集積力（skilled の限界集積力）は，young
によるそれ（young の限界集積力）よりも大きいからで

ある．以上をまとめると，次の命題 6が成立する．  

命題 6：システム全体の young が減少する局面では，

young の誘致政策は自都市を衰退均衡へと誘導してし

まい失敗する．自都市を成長均衡へと誘導するために

は，skilledを誘致する政策が有効である． 

 

７．おわりに 

 

本研究では，NEG モデルに労働者間の学習メカニズ

ムを組合わせた一般均衡モデルを構築した．このモデル

を解析することで，都市経済システムの人口配分パター

ンと労働者間の学習効果の関係性，及び若年人口の減少

が人口配分に与える影響を解析した．その結果，次のこ

とが明らかとなった． 

・ 労働者間の学習効果は，都市経済システムの人口集

積力となり，集積人口配分パターンを促進する． 
・ 若年労働者の減少によって，都市経済システムの人

口集積が進む． 
・ 集積配分は，分散配分と比較して，労働者の効用水

準，学習効果が大きくなるという点で効率的である． 
・ 若年人口の減少により，都市システムの全体の人口

集積が進み，システム全体の知識・技術水準や効用

水準が高くなる可能性がある． 
・ 若年労働人口が減少する局面で，ある都市へ人口

集積を誘導しようとする場合，技術労働者を誘致

する政策が有効である． 

なお，本稿では労働者間の学習メカニズムを考慮したモ

デルの均衡解特性をわかり易く示すために，2 都市モデ

   
図-9 young誘致政策導入時の都市 1の分岐パターン          図-10 skilled誘致政策導入時の都市 1の分岐パターン 

若年労働者の割合 e 若年労働者の割合 e 
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ルの結果のみを示したが，この定性的性質は多都市モデ

ルの場合でも同様である．多都市モデルの均衡解の分岐

パターンについては，別の機会に報告したい． 
 
付録：命題 1の解析的証明 

 
第 3 章の数値実験の結果から，young は skilled の都市

選択に従う形で，都市を選択すること，すなわち，

young のみがどちらかの都市に集積することはないとい

う性質が明らかになった．この性質は，モデルの方程式

系を，比較静学的に直接解析するアプローチからも確認

することができる．以下では，その証明を示す．ただし，

ここでは簡単のために，2 都市モデルで，かつ労働者の

都市選択に異質性がない（i.e.  θh →0，θy→0）場合に限っ

て示すことにしよう．これは本稿のモデルの特殊ケース

ではあるが，一般的ケースにおいても，基本的に証明の

過程は同様である． 
まず，非線形方程式系を整理する．労働者の都市選択

に異質性がない場合，第 2章 2節の短期的な経済均衡条

件から導出された各都市の skilled の間接効用（式 (8)）
と youngの期待学習効果（式 (9)）は，各々，非負で一意

に定まる．すなわち，各都市を選択した skilledの得る効

用V=(V1,V2)T  と youngの期待学習効果G=(G1,G2)T は，各々，

均衡効用V*と均衡期待学習効果G* に等しくなる： 
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ここで，Vi (h, y), Gi (h, y), i =1,2  は，各々，第 2章 2節の式

(8), (9) で定義されている．さらに，2 都市の skilled と

young の人口は非負で，その総和は，各々，都市経済シ

ステム全体の人口 H=1，Y=1に等しいという人口保存条

件が成立する： 
 1=⋅h1T ， (A3) 
 1=⋅y1T ． (A4) 
(A1)-(A4) で示した 4本の方程式を連立して解くことで都

市経済システムの各都市の均衡人口配分パターン (h, y) 
及び均衡効用 V* と均衡期待学習効果 G* が求められる．

従って，この方程式系は未知変数ベクトルを 
 TGV ]  ,  ,  , [ **yhX = ， (A5) 
とすると，以下の非線形相補性問題（Non-linear Comple-
mentarity Problem: NCP）として整理できる： 
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ここで，ベクトル写像
・66)( ++ ℜ→ℜXF は， 
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次に，2都市モデルの仮定から未知変数を， 
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とすることで，(A6) は次のように縮約できる： 
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 この方程式系(A9) を比較静学的に解析することで，

young のみが一方の都市に集積することがないというこ

とを論証しよう．まず，分散均衡 x* = (0.5,0.5)Tかから集

積均衡へ分岐する際のメカニズムに注目すると，h, y は

非負であり，方程式系 (A9) は対称系に縮約できる： 
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skilled と young の相互作用メカニズムを考察するために，

f (x) のヤコビ行列∇f(x) を書き下してみよう：  
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このヤコビ行列の各要素の経済学的意味および，式(8), 
(9) から偏微分を計算した結果は，以下の通りである． 
A：都市 1の skilledが 1人増加した場合の skilledの都市 1
への集積インセンティブ（間接効用の差）の増分 
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B：都市 1の youngが 1人増加した場合の skilledの都市 1
への集積インセンティブ（間接効用の差）の増分 
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C：都市 1の skilledが 1人増加した場合の youngの都市 1
への集積インセンティブ（学習効果の差）の増分 
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D：都市 1の youngが 1人増加した場合の youngの都市 1
への集積インセンティブ（学習効果の差）の増分 
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ここで，各パラメータの定義からヤコビ行列の要素 B，
D の符号を確定することができる．まず，工業財の対農

業財選好 μと skill伝達の効率性 gは正である．また，工

業財の代替の弾力性の定義から， 1>σ であり，財の輸

送費用τ を置き換えた輸送費用パラメータ στ −≡ 1t は， 

 )1(101 >≤<⇔∞<≤ στ Qt  

である．従って輸送費用 tの水準によらず，B > 0および

D < 0である．一方，AとC に関しては，輸送費用 t の水

準によってその符号は変化する． 
以上より，常にD  < 0であるので，一方の都市へ young

が集積すると，その都市の期待学習効果は低下するため，

young のみが自己組織化的に集積することはない（i.e. 
skilled の集積に誘発される形でのみ young は集積する）．

従って，young が集積するのは，輸送費用の変化によっ

て，skilled がどちらかの都市に集積した場合に限られる．

この場合，要素 C の符号はプラスになり，skilled の集積

によって，young もどちらかの都市に集積する．さらに，

B > 0であることから，youngがどちらかの都市に集積す

ると，さらにその都市へ skilledが集積するインセンティ

ブが大きくなる．すなわち，一方の都市への skilledの集

積が，その都市へますます skilled 及び young を引き付け

るというポジティブ・フィードバックのメカニズムが働

くことがわかる． 
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A CORE-PERIPHERY MODEL WITH A KNOWLEDGE TRANSFER MECHANISM 
 
 

Shintaro SATO and Takashi AKAMATSU 
 

It is getting more and more important that skilled labors pass down their knowledge to the younger 
generations under declining population. We construct a Core-Periphery model in which young labors 
migrate between cities aiming at learning from skilled labors. The analysis of the model reveals that 
decrease in young generations increases each young labor’s chances of learning through urban 
agglomeration. Furthermore, we demonstrate that the preferential tax policy for young labors has a 
disastrous effect that leads to the death of the city while the opposite policy is effective for growth of 
population in the city. 


